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序  論  
2008 年「日本人の寿命は、また延びた！」と大きく新聞の見出しにでていた。
2008 年厚生労働省がまとめた簡易生命表によると日本人の平均寿命は男性
79.29 歳、女性 86.05 歳であり、ともに 3 年連続して過去最高となった。これ
は、女性では昭和 60 年から 24 年間連続して世界 1 位である。毎年のように平
均寿命は更新されて「長寿国、日本万歳」である。  
 その日本の高齢化の状況をみると高齢者白書では 2007 年 10 月のわが国総人
口は 1 億 2,777 万人である。そのうち 65 歳以上の高齢者人口は 2,567 万人と
過去最高である。高齢化率を見てみると 1960 年 5.7％、 1970 年 7.1％、 1995
年 14.5％、 2005 年 20.1％であり、 2030 年には 3,667 万人で総人口の 32％に
なると推測されている 1 )。  
 総務省「国勢調査」と国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」
によれば、老年人口の高齢化では、前期高齢者 (65～ 74 歳 )は 2005 年 1,407 万
人で 11％、後期高齢者 (75 歳以上 )は 1,160 万人 9.1％、2030 年では、前期高齢
者 12.2％、後期高齢者 19.7％となる。これは極めて短期間に、かつ急速に高齢
化が進み、 2050 年には人口は 1 億人を下回り、高齢化率は 39.6％になると推
計されている。特に後期高齢者人口が飛躍的に増加することから認知症高齢者
の著しい発現率の高まりも避けられないのである 2 )。厚生労働省の調査による
と、2004 年では 65 歳以上の認知症高齢者は約 190 万人を突破している。それ









つまでも生活することを希望しているのである 4 )。  







の介護問題として、2008 年 4 月 11 日産経新聞によると、大阪府八尾市在住の




れたことであった。その結果妻は激高し衝動的に殺害に及んだものであった。    
 また、 2008 年 7 月 30 日の同新聞によれば、奈良県在住の 87 歳の夫が認知
症の当時 83 歳の妻を絞殺した。その背景には、長期の介護に心身の疲弊があ
り、それに加えて加害者の体調悪化が重なり、将来を悲観しての犯行であった。
そして、2009 年 4 月には、元タレントの女性が認知症の母親を残し父親の墓前
で自殺を図った。これはシングル介護の悲劇であるとテレビで放映されていた。
このように認知症高齢者とその介護者との悲惨な状況が連日のように生起して




Dressel  et al.，（ 1990）は「介護とは被介護者に対しておこなう行為のみでは
なくその背景の心理的状態にまで配慮する、行動・感情・認知の 3 側面からな
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第 1 章 認知症とは何か  




期診断等の取り組みの支障となっていることから同 12 月 24 日に厚生労働省通





待できるのである 2 )。  
 
第 1 節  認知症の概念  
 認知症の定義はいくつか提唱されているが、認知症介護研究・研修東京セン











ど多数の高次脳機能の障害からなる症候群である」とされている 4 )。  
小澤勲は『認知症とは何か』の著書の中で「獲得した知的機能が後天的な脳
の器質性障害によって持続的に低下し、日常生活や社会生活が営めなくなって
















第 2 節  認知症の医学モデル  
本来、医学モデルでは、身体疾患や身体の変調によって起こる健康状態によ
り生活機能が低下することで、それを克服するための医療専門職による治療や




樹著の『 STEP精神科』の中では、多数ある認知症疾患を以下の【 1】から【 7】
に分類している。筆者はその中で高齢者認知症疾患として代表的な疾患を
『STEP精神科』から引用して取りあげることとした 7 )。  
 なお、高橋茂樹著『STEP精神科』海馬書房 2002 年では医学上の用語として
「痴呆」としてあるが、筆者は「認知症」と変更したことを付け加えておく。  
 
【 1】変性疾患  
《アルツハイマー型認知症（Dementia of the Alzheimer ’s  Type；DAT）》  
1)概念：Alzheimer(1906)によって最初に報告された。初老期 (65 歳未満 )発病
の認知症疾患と考えられたが、その後、老年期に発症する認知症にも同様の病  
理所見がみられ、現在では、最も頻度の高い認知症疾患である。  
進行性認知症を呈し、神経細胞脱落とともに老人斑 筆者 注 ( 1 )や神経原線維変化

























させ、それが、さらに BPSD を増悪させる。相互の関係が良好であれば BPSD
は軽快することが多いと言われている。  
《Pick 病と前頭側頭型認知症  (FTD)》  
1)  概念：  Pick(1898)は、前頭葉や側頭葉が限局性に委縮し、特異な精神症状
を来す疾患を報告した。そして Alzheimer(1911)博士によって、本症患者の組
織学的病理所見として Pick 細胞が発見され、Pick 病という概念ができる。  
2)病理：Pick 病では、前頭葉または側頭葉 (頭頂葉 )の限局性委縮を示す。全般






返す )などの症状が現れる。  
②側頭葉型  
初老期に失語症から始まり、感覚失語や超皮質感覚失語などを呈す。意味性
錯誤 (「時計」を「カレンダー」と呼ぶ )などの症状が現れる。  
4)Pick 病以外の前頭側頭型認知症 (FTD) 
①前頭葉変性症  
初老期に発症、前頭葉型Pick病とほぼ同様の症状になるが、進行するとパー
キンソニズム 筆者注 ( 3 ) を伴う。  
②運動ニューロン型  
認知症を伴う筋委縮性側索硬化症 (ALS) 
《びまん性 Lewy 小体病》   







《進行性核上性麻痺 (PSP)》  
《皮質基底核変性症》  
《Huntington 病》  
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③ Binswanger(1894)は 、 び ま ん 性 に 大 脳 白 質 が 侵 さ れ る 脳 血 管 性 認 知 症





失語、失認、失行などはまれである )。  
梗塞巣が拡大すれば階段状に知能は低下していく。意欲の低下や抑うつ、物
忘れなどから始まり、無気力、抑うつの程度が強く、しかもそれらは長引く。  





は保たれる。 (表 1 参照 )  
 
表 1 Alzheimer 病と脳血管性認知症の鑑別  
 Alzheimer 病  脳血管性認知症  
性   差  1： 3 で女性に多い  男性に多い  
好病年齢  70 歳前後  50 歳代より  




記銘障害  高度  Alzheimer 病より軽い  
認知症状度  全般性認知症  まだら認知症  
他の症状  失語、失認、失行  局所神経症状  
感情障害  軽度  情動失禁  
人   格  初期から変化  末期まで保たれる  
出典：高橋茂樹著「 STEP 精神科」 (2007)106.  
長谷川和夫監「老年期痴呆診療マニュアル」  
日本医師会雑誌 (1995)85 をもとに筆者が作成  
 
【 3】プリオン病  





 孤発例は 50 歳～ 80 歳に発症し、記銘障害、認知障害、人格変化、異常行動
を呈する。神経学的には運動失調、ミオクローヌス (物を投げつけるような手足
の素早い不随運動 )などの多彩な症状がみられる 8 )。急速に進行し、発症から数
か月で死亡することもある。一部に遺伝性と感染性がある。  
 
【 4】感染性疾患 (認知症を呈する感染性疾患 )  
《エイズ認知症候群 Aids dementia complex(ADC)》  





《進行麻痺神経梅毒 (進行麻痺 )》   
梅毒の起炎菌であるスピロヘータ・トレポネーマによって起こる脳炎である。
ペニシリンをもちいた駆梅療法によって、現在ではみることがなくなった。  
 その他、以下の疾患がある。  
【 5】外傷および脳外科疾患  
【 6】代謝・内分泌疾患  
【 7】中毒性疾患  
 
第 3 節  認知症の社会モデル  
一般的に、社会モデルとは医学モデルに対比されるものであり、病気や障害
は社会的に構成され、その原因は主観的、社会的で多様かつ複雑であるとみな
されている 9 )。  
では、社会モデルが意味するものとは何であるのか。  
2001 年 5 月 22 日世界保健会議において、WHO国際生活機能分類 ICF 
(International Classification of Functioning, Disabil ity,  and Health)が採択
された。その ICFによれば社会モデルとは、障害を主として社会によってつく
られた問題とし、障害を社会への完全な統合の問題として捉え、その多くが社
会的環境によってつくり出されたものであるとしている 1 0 )。  
 杉野昭博は「社会モデルの提唱者であるM. Oliver (1990)は『障害の社会的











かで本人の障害が作られる」と述べている 1 3 )。たとえば、その環境には、生理
的や心理的そして物理的なものもある。アセスメントとケアプランなどを行う
介護専門職も環境の一つと捉えられている 1 4 )。  
医学モデルに対して生態学的考えをもちいて生活モデル (Life Model)を構築
し、エコロジカル・アプローチの提唱者ともいえるGermain, C. B. は、環境を
物理的環境と社会的環境にわけている 1 5 )。具体的に、津田耕一は『利用者支援







ーカーの職場など )であると述べている 1 6 )。  
 そして、Germain, C. B. とGitterman, Aは、社会生活をする人間の生きざ
まを全体として理解し、その対応を人と環境への働きかけを含めて考察しよう
とする生態学的な特性表示概念からソーシャル・ワーク実践の生活モデルを提



















筆者注 (3)：パーキンソン病は 1817 年 J. Parkinson により振戦麻痺として
初めて報告された。脳の症候としては、振戦 (主に静止時 )、固縮、寡動、姿
勢反射異常の 4 つがあり、有病率は、10 万人あたり約 100 人である。男性
10 
 
にやや多く発病年齢は 40～ 60 歳に後発する。脳に原因をもつ神経疾患の一
つで脳内深部の黒質のドパミンが減少することが原因とみなされている
1 9 ) 2 0 )。  
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第 2 章 認知症高齢者のための福祉体系  
2002 年推計を見てみると、要介護者認定者 314 万人のうち 149 万人が認知
症高齢者である。およそ 2 人に 1 人が認知症を有し、その 48％が在宅で生活し
ている。高齢化の進行に伴い、認知症高齢者は、2015 年 250 万人 (65 歳以上人
口の 7.6％ )、2020 年には 289 万人になると推計されている。なお、現在 65 歳
以上の人の約 13 人に 1 人、85 歳以上の人の 4 人に 1 人は認知症といわれてい
る 1 )。  
 厚生労働省が 2002 年 1 月から 12 月の各月間の介護の介護認定データなどを
もとに 2002 年 9 月末に推計した。それによると、要介護認定者のおよそ 2 人
に 1 人は、「何らかの介護・支援を必要とする認知症がある高齢者」であり、 4
人に 1 人は「一定の介護を必要とする認知症がある高齢者」である。そして居
宅にいる認定者のおよそ 3 人に 1 人は「何らかの介護・支援を必要とする認知
症がある高齢者」であり、8 人に 1 人は、「一定の介護を必要とする認知症があ
る高齢者」となっている。また、その将来推計によると「何らかの介護・支援
を必要とする認知症がある高齢者」は、 2015 年までにおよそ 100 万人増えて





















その源流は古代の 701 年大宝律令、 718 年養老律令に遡るといわれている。











それから約 900 年と歴史は流れ江戸時代の中世に入る 1670 年に金沢藩によ
る養老扶持制が行われた。これは老齢福祉年金の始まりとされているが、その
間の福祉施策といわれるものの記録や文書は存在しないようである。それは戦









でも有名である 6 )。  
 1874 年には 70 歳以上の重病者、もしくは老衰者を対象とし「人民相互の情




第 2 次世界大戦が終わり 1956 年に長野県上田市で家庭養護婦派遣制度が創
設された。これは、ホームヘルプサービスの前身であるとされている 8 )。  




 当時の田中角栄内閣が 1973 年を福祉元年と位置づけ、社会保障の大幅な拡














 さらに、 1989 年のゴールドプラン策定 (高齢者保健福祉推進 10 ヵ年戦略 )の











1995 年高齢者社会対策基本法、 1997 年介護保険法成立、そして 1999 年ゴ
ールドプラン 21 では、福祉サービス利用援助事業 (地域福祉権利擁護事業を名
称変更 )がある。これは、認知症高齢者など判断能力の不十分な人が、地域で安
心して自立生活が営めるように福祉サービスの利用援助を行い、権利擁護を行
っていくことが目的とされ 1 2 )  今後取り組むべき具体的施策として認知症高齢
者支援対策の推進が挙げられている。  












第 2 節  認知症高齢者に関する社会福祉施策の現状  
認知症の存在やケアの問題が浮上し始めたのは 1970年の後半とされている。 








なる恐怖が広がった」と述べている 1 3 )。  
 このようなことから一般的に認知症高齢者の人権を軽視して捉えるようにな
ったことは、認知症高齢者と介護者の双方にとって大変大きな問題である。し
かし、 1980 年に京都に於いて「呆け老人をかかえる家族の会 (現在は社団法人
として全国 40 ヶ所に支部がある )」が介護当事者団体として発足し、そのこと
により認知症に対する啓発運動が行なわれた。  
また、 1982 年に老人保健法が制定され、 1984 年より痴呆性老人処遇技術研
修事業が開始され、 1986 年には厚生省に痴呆性老人対策推進本部が設置され、
在宅生活重視の意識が高まったのである 1 4 )。まさしく、 1980 年代は認知症に
対する保健福祉施策の幕開けとでもいえるのである。  
 1989 年ゴールドプラン策定、 1994 年新ゴールドプラン策定と 1990 年代は
認知症高齢者介護の拡大期であり 1 5 )、量的側面だけではなく質的側面において
もサービスの整備が進められた 1 6 )。そして、 2000 年の介護保険制度の導入に
より措置制度から契約制度へと変化し高齢者の誰もが権利としてサービスを受
けることが可能となったことは、大きな変革である。  
2001 年全国 3 ヵ所に高齢者痴呆介護研究・研修センター（現・認知症介護研
究・研修センター）が設置された。さらに、2003 年 6 月に高齢者介護研究会（厚
生労働省老健局長の私的研究会、座長：堀田力）が『 2015 年の高齢者介護～高
齢者の尊厳を支えるケアの確立に向けて～』を発表した 1 7 )。  
 具体的項目は、  
1 介護予防・リハビリテーションの充実  
2 生活の継続性を維持するための、新しい介護サービス体系  
 ①在宅で 365 日・ 24 時間の安心を提供する  
 ②新しい「住まい」として小規模・多機能サービス  
 ③高齢者の在宅生活を支える施設の新たな役割  
 ④地域包括ケアシステムの確立  
3 新しいケアモデルの確率：痴呆性高齢者ケア  
4 サービスの質の確保と向上  
 補論として、  
1 わが国の高齢者介護における 2015 年の位置づけ  
2 ユニットケアについて  
3 痴呆性高齢者ケアについて  
と以上である。ここでは、特に認知症高齢者ケアについて「介護保険制度の実








載されている 1 8 )。確かにグループホームの利用者は増えているが、需要と供給
のバランスと施設経営の中身を考えながら施設の在り方を見ていく必要がある
のである。  







1 9 )。  
 2015 年には「ベビーブーム世代」が高齢期 (65 歳 )に到達し、認知症高齢者
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第 3 章 認知症高齢者の介護における家族の状況  
東京都の『高齢者の生活実態』 (2005) 1 )によれば、被介護者が男性の場合、
配偶者 (妻 )が主な介護者になっている場合が多く、被介護者が女性の場合は娘
35.4％、ついで配偶者 (夫 )20.0％、そして嫁 19.2％が主な介護者になっている
場合が多い。これらのことから介護の大半は女性であることがわかる。また、
介護者全体の平均年齢は 62.1 歳であり、 60 歳代 20.0％、 70 歳代 29.0％、 80




































起こる悪循環を図 1 のように示している 6 )。  
 














































があると記述している 9 )。  
認知症高齢者対策の一つに 1993 年 10 月厚生省老人保健福祉局長通知 (2006
年一部改正 )の日常生活自立度判定基準 (認知症高齢者の判定基準 )の作成があ
る 1 0 )。これは、地域や施設などの現場において、認知症高齢者に対する適切な
対応がとれるように、保健師、看護師、社会福祉士、介護福祉士等が認知症高
齢者の日常生活自立度を客観的かつ短時間に判定するための基準として作成さ
れたものであり 11 )、『 2008 年国民の福祉の動向』から引用する 1 2 )。  
 































































第 1 ステージ（認知の混乱）期にはテクニック①～⑦と⑮を使用する。  
第 2 ステージ（日時、季節の混乱）期にはテクニック①～⑮の⑭を除いて使用
する。  
第 3 ステージ（くりかえし動作）期には、テクニック①と⑧～⑮を使用する。 














 また、都村尚子は認知症ケアの歴史と現状について、  
1．「ケアなきケアの時代」  
認知症の存在やケアの問題が浮上し始めたのは 1970 年代頃とされている。  
理念、方法論が皆無であった。いきあたりばったりのケアであり、行動制限、  





3．「文脈探索型ケアの時代」（ 1980 年前後頃～）  
本人の言動の背景、意味を探りながら、それに応じた個別のケアがはじまる。  
























8．「特殊から一般へ」（ 2000 年～）  
専門的、特殊な介護関係から、より一般的、自然な関係の中での支え合いの
ケアサービスへとなるのであると以上のように述べている 1 6 )。  
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第 4 章 認知症高齢者の家族支援対策  
『 1998 年版厚生白書』によると、約 90％の高齢者が死亡場所として「自宅」
を希望している 1 )。また、黒田輝政 (2003)は『家で死にたい・死なせたい在宅










第 1 節  民間施設主催の家族介護教室  












費用適正化事業②家族介護支援事業③その他の事業が規定された 3 )  4 )。  














切な介護知識・技術の習得について講座を開催   
・認知症高齢者見守り事業   
地域における認知症高齢者の見守り・支援体制づく
りのための事業の実施   
3.その他   
・成年後見制度利用支援事業   
市町村が申し立てる場合の成年後見の申し立てに
要する経費や成年後見等の報酬の助成  








しながら、地域の実情に応じた支援   
家族介護支援事業での家族介護教室では、その目的を介護者相互の交流を介
して、悩みや辛さを分かち合う場ともなり介護者の精神的な負担の軽減にもつ








    ↓  
②テーマに沿っての質疑応答  
    ↓  
③家族介護者の介護に対する質問  







○2008 年 5 月テーマ「認知症高齢者の排泄介助を考える」  
参加者は家族介護者、ケアマネジャー、介護士、看護師、市職員など約 30 名  
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(内訳人数の詳細は不明 )である。  
事例 1：  
E さんの場合  
本  人： 86 歳 (女性 )認知症は軽度である。  








[専門家からのアドバイス ]  
  早い目にトイレの誘導の声掛けをする (時間を決めることも効果的である )。
トイレに近い場所に生活の場をもっていく。「誰でもそのようなことはある」と
言って自尊心を傷つけないようにする。  
[筆者のコメント ]  
 家族介護者は、高齢者に対して水分制限をすることで排尿は楽と考えがちで
ある。しかし、現実問題は、それにより脱水状態にならないように注意する必
要がある。一日最低 1ℓ の水分補給が必要である。  
 
事例 2：  
M さんの場合  
本  人： 82 歳 (女性 )認知症は顕著に見られる。  



















③日中、夜間での移動能力を考える (疾患 )。  
④着脱能力がどこまであるかどうか。  
⑤巧緻動作 (後始末ができるかどうか )。  
⑥上下肢能力 (立っていられるかどうか )。  
  ⑦視力低下 (汚れているのに気づかない )。  
⑧性格や精神状況 (頑固・羞恥心・落ち込みなど )。  









○2008 年 11 月テーマ「認知症の理解とケアについて」  
参加者は家族介護者、ケアマネジャー、介護士、看護師、市職員など約 25
名  (内訳人数の詳細は不明 )である。  
 
事例１：  
A さんの場合  
本  人： 80 歳 (男性 )認知症は顕著である。   
   介護者：妻 75 歳  













 [筆者のコメント ]  






事例 2：  
H さんの場合  
本  人： 75 歳 (男性 )  認知症は顕著である。  









[専門家のアドバイス ]  
 家族は、施設入所を希望しているが、どのような施設に入所させることが本
人にとって一番の最善かを考える必要がある。  







①  認知症と物忘れの違い  
②  脳細胞の仕組み   
③  認知症高齢者の心理状態  





















第 2 節  大阪府 F 市の「認知症高齢者家族介護の会」の事例  
大阪府では、厚生労働省の『認知症を知り地域をつくる 10 ヵ年』構想の一
環として、「認知症地域資源ネットワーク構築モデル事業」を実施している。大
阪府 F 市はこの事業のモデル地域となっている。F 市高齢福祉課・大阪府立 F
保健所そして F 市社会福祉協議会との共同で「認知症フォーラム IN F 市」な
どさまざまな取り組みを行い「F 市認知症家族の会」もその取り組みの一つで
ある。この会は F 市地域包括支援センターが 2007 年度から実施していた「家
族セミナー」から誕生した家族の会である。  
 2008 年の春から家族会は開催されているが、家族会の名称は「NICE！やま






筆者は 2008 年 12 月 17 日、 2009 年 2 月 18 日、 2009 年 4 月 15 日、 2009
年 8月 19日と家族会の一員として参加した。また 2009年 3月 26日は高齢者 (認
知症 )介護セミナーに家族会メンバーとして参加した。  





 座談会形式で介護状況をお互いが自由に話す場となっている。  
 
2．事例紹介  
事例 1：  















事例 2：  
妻 (67 歳 )を在宅で介護をしていたが認知症が重度化しヘルパーだけでは介護







事例 3：  
 認知症の母 (93 歳 )は 8 年前からデイサービスに通っている。デイサービスに
行くことが楽しみの一つである、通いだしてから明るくなった。同居している
娘 (65 歳 )は、甘やかすことは、母のためにならないと思い、できるだけ自分の
ことは、自分でやらせるようにしている (洗たく物をたたむ、食材を切るなど、






























第 3 節  大阪府K市での「認知症高齢者家族介護の会」の発足  
1．大阪府K市人口の推移と現状 4 )  
表 2 K市の性別・年齢別人口  
・ 2007 年 7 月  
区  分  人   年  齢  人  率 (％ )  
人口  75,906  0～ 14 歳  10,823 14.26 
男  37,048  15～ 64 歳  50,530 66,64  
女  38,858  65 歳以上  14,500 19.10 
・ 2008 年 7 月  
区  分  人   年  齢  人  率 (％ )  
人口  75,433  0～ 14 歳  10,655 14,13 
男  36,697  15～ 64 歳  49,782 65,92 
女  38,736  65 歳以上  15,050 19,95 
・ 2009 年 7 月末現在  
区  分  人   年  齢  人  率 (％ )  
人口  74,998  0～ 14 歳  10,417 13,89 
男  36,457  15～ 64 歳  48,920 65,23 
女  30,777  65 歳以上  15,661 20,88 
資料：K 市統計調査より   
 
この表 2 から 65 歳以上の高齢者は 2007 年から 2009 年の 3 年間で約 1.9％





筆者は 2008 年 8 月に K 市内のグループホームの夏まつりに参加した。その
夏まつりの参加時に、K 市在住の認知症高齢者の介護家族 25 名から「認知症
高齢者と家族介護の状況」として先行アンケートを行うことができた。  
 単純集計ではあるが、その結果から相対度数 (％ )を示した。  
・「ストレスや精神的負担感」 52％  
33 
 
・「精神的疲労」 52％  
・「身体的疲労」 32％  
・「自分の時間がない、家族で外出できない」 32％  
・「介護をかなり負担と感じる」 20％  
・「介護を負担と感じる」 36％  
・「少し負担と感じる」 28％  
・「全く負担と感じない」 16％となった。  
介護期間は、  
・「 1～ 4 年」 32％  
・「 5～ 9 年」 36％  
・「 10 年以上」 16％  
・「その他」 16％となった。  
家族が長期介護により身体的や精神的に疲労感が蓄積されていると考察され
る。  







3．家族会の概要   












 第 1 回目は 2009 年 1 月 31 日（土）に開かれた。参加者は 4 組の家族 7 名、
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第 5 章 認知症高齢者の家族介護の実態とその要因分析  
吉沢勲 (2000)は『高齢者を介護する本』の中で介護意識について述べている。























































 調査期間は 2009 年 6 月 1 日～ 2009 年 8 月 31 日までとした。  
 調査研究の有効人数は、調査内容項目によって無記名箇所もあるが、80％以















『家族介護と高齢者虐待』 2004 年 29 頁 3 )と厚生省大臣官房統計情報部「人口
動態社会経済面調査」 1997 年より引用して 15 項目とした。 (表 3 参照 )  
 
表 3 介護否定感   
1.買い物や旅行などの外出ができない      2.睡眠不足である  
3.ストレスや精神的負担が大きい       4.自分の時間がない  
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5.以前からの持病の治療ができない      6.家族内がうまくいかない  
7.食事、排泄、入浴などの負担が大きい    8.身体的疲労がある                         
9.近所の理解がない             10.腰痛などの疾患になった   
11.介護の手助けをしてくれる者がいない   12.経済的負担が大きい  
13.認知症の変化に対応できない       14.他の家族の世話ができない  
15.仕事を辞めた               16.その他 (        )  
 
また、介護の肯定的な質問として、 Zarito(1997)らの作成した介護負担感尺
度日本版 (J－ZBI)と櫻井成美 (1999)が用いた項目がある 4 ) 5 )。この項目に関して
は広瀬美千代・岡田進一・白澤政和らの『家族介護者の介護に対する認知症評
価のタイプの特徴』よりこの尺度の信頼性が検証されている 6 )。 (表 4 参照 )  
 
表 4 介護肯定感  
1．介護を受けている高齢者といるのが楽しくなった   
2．介護が自分の生きがいになった  













15．もっと頑張って介護をしたいと思うようになった   
16．介護をすることを喜んでくれているのが嬉しく思うようになった  






 介護年数においては中央値で 2 群に分けた ７ )  8 )。そして、家族介護者の属性
として表 5 にまとめた。  












 介護否定感では、選択項目の 0～ 2 項目数をカテゴリー 0 とし、選択項目の 3
～ 4 をカテゴリー 1、選択項目の 5 以上をカテゴリー 2 とした。介護肯定感では、
選択項目の 0～ 1 項目数をカテゴリー 0 とし、選択項目の 2～ 4 をカテゴリー 1、
選択項目の 5 以上をカテゴリー 2 とした。 (表 6 参照 )  
 その関連の有意差を χ 2検定を用いるが、n＝ 52 と標本数が小さいためフィッ
シャーの正確確率検定を行い有意差の確率性を検証することにした。また、介
護に関する概要はクロス集計から相対度数を表している。  
本研究では、統計ソフトは SAS(Statistical Analysis System)8.2を使用し、


















 介護者の属性 (表 5 参照 )では、介護者の性別は「女性」が 77％で「男性」よ




以上の 58％の人が「なし」と答えている。介護年数では中央値で 2 群に分けた
が「 3 年未満」が 60％、「 4 年以上」が 40％である。  
被介護者に関しては、「女性」が 71％であり、「 85 歳以上」が 56％であるこ




護教室」や「家族介護の会」の利用は 23％と 39％であり「地域の人」 22％、
「身内の手伝い」の利用は、 78％と高くなっている。  




では 65％の介護者が今の状況を満足していると答えている。  
 
《家族介護者の介護の否定感》  
表 7－①から、介護者の年齢が「 65 歳～ 74 歳」の 44.4％と「 75 歳以上」の
41.7％の人が負担の選択数が 0～ 2 少ない。介護年数が「 3 年未満」の 55.6％
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表 7－①  介護の否定感                        ＊ P＜ 0. 05, n . s .： not  s igni f icant  
 
 












「居宅形態」の同居 /別居の別も P＝ 0.0213 と有意差があり同居が介護の否









  表 7－②から、「 65 歳～ 74 歳」の 44.4％と「 75 歳以上」の 50.0％の人が
介護をして変わったと選択数 2～ 4 を選択している。続柄では、「嫁」の 60.0％
が同じく選択数 2～ 4 を選択している。また、「配偶者」22.2％「子ども」25.0％
と、ともに介護否定感と同じ選択数 5 以上を選択している。健康に関しては、
「健康でない人」 52.6％が選択数 0～ 1 と少なく、健康である人は 5 以上の選
択をしている。  







「満足感」では P＝ 0.0025 と高度に有意であると得られた。しかし、選択数




























第 2 節  アンケート調査結果の考察  
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 民法 730 条には「直系血族及び同居の親族は、互いに扶けあわなければなら
ない」と記されている 1 )。これが現在において、必然的に介護は家族がするも
のとされる由縁なのであり、現実においても、認知症高齢者の在宅介護の多く








 M. Mayeroff は「〈ケアすること〉のできる人間は幸福であること、〈ケアす
る〉とは一方的な働きかけではなく、〈ケアすること〉は〈ケアされる〉ことと


























































資質 (性格や才能 )や力量 (努力や忍耐 )など各自の自己力であり、それらを発揮す
ることで介護能力の優れた家族として評価されるのである。そして、家族介護
者の抱えている問題を直視し現実と向き合うために自己力による積極的な会へ























・家族介護者の自己力『資質 (性格や才能 )や力量 (努力や忍耐 )』からくるストレ
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 ※ 調査に関するお問い合わせ 
 調査に関して、ご不明な点などがございましたら、下記までご連絡ください。 





・性別  1.男    2.女   
・年齢  1.40歳～64歳  2.65歳～74歳  3.75歳以上  4.その他(   ) 
・続柄   1.夫   2.妻  3.息子  4.娘  5.嫁  6.その他(    ) 
・介護年数   (    年      ヶ月 ) 
・仕事  1.常勤でしている(週  日間)  2.非常勤でしている(週   日間) 
3.していない          4.その他(      ) 
・健康  1.大変健康である              2.健康である 
3.あまり健康でない             4.健康でない 
 
2.次に、介護を受けておられる高齢者についてお尋ねします。 
・性別   1.男    2.女 
・年齢     (    歳) 
・要介護度 1.要支援 1または 2   2.要介護 1   3.要介護 2   4.要介護 3  
 5.要介護 4       6.要介護 5    7.わからない  




1.買い物や旅行などの外出ができない       2.睡眠不足である 
3.ストレスや精神的負担が大きい        4.自分の時間がない 
5.以前からの持病の治療ができない        6.家族内がうまくいかない 
7.食事、排泄、入浴などの負担が大きい     8.身体的疲労がある                        
9.近所の理解がない              10.腰痛などの疾患になった  
11.介護の手助けをしてくれる者がいない    12.経済的負担が大きい 
13.認知症の変化に対応できない        14.他の家族の世話ができない 




・介護保険サービスの利用について  1.利用している    2.利用していない 
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・介護教室での勉強会の参加について 1.参加している     2.参加していない     
・家族介護の会への参加について   1.参加している   2.参加していない      
・地域の人々からの支援について   1.受けている    2.受けていない 
・身内の家族の手伝いについて    1.受けている    2.受けていない 
 
5. 4の介護を続けるために上記を利用している人についてお伺いします。 
・介護保険を利用して      1.役にたっている   2.役にたっていない 
・介護教室の勉強会に参加して  1.役にたっている   2.役にたっていない 
・家族介護の会へ参加して    1.役にたっている   2.役にたっていない 
・地域の人々からの支援を受けて 1.役にたっている   2.役にたっていない 




1. 介護を受けている高齢者といるのが楽しくなった  
2. 介護が自分の生きがいになった 













15. もっと頑張って介護をしたいと思うようになった  
16. 介護をすることを喜んでくれているのが嬉しく思うようになった 





1.在宅である       2.施設である 
                 
8.7で 1.の在宅に○をされた理由はなんですか。 
1.介護を必要としている高齢者が望んでいるから   
2.家族介護者が望んでいるから 
3.人が勧めているので  
4.その他(                            ) 
 
9.7で 2.の施設に○をされた理由はなんですか。 
1.介護を必要としている高齢者が望んでいるから   
2.家族介護者が望んでいるから 
3.人が勧めているので 
4.その他(                            ) 
 
10.ところで、あなたは認知症について理解ができていると思われますか。 
1.理解していると思う          2.少しは理解していると思う    
3.あまり理解していないと思う        4.全く理解していない 
 
11.最後に、現在の介護状況について満足しておられますか。  
1.大変満足している            2.満足している 
3.あまり満足していない          4.満足していない 
    
12.これからの認知症高齢者介護対策として、どのようなことが必要であるか、ご意
見があればお書き下さい。 
 
 
 
 
 
 以上、ご協力ありがとうございました。 
心より感謝申し上げます。 
